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本稿のポイント

 半導体をめぐり、主要国は「Protect」（重要技術の保護）、「Promote」（自国産業の強化）、「Partner」（他国との連

携）の観点から技術確保や生産拡充の施策を取っている。

 米国主導の対中規制が拡大する中で、中国が先端半導体を継続的に国産化・量産化するのは難しい一方、レガ

シー領域での中国勢のシェア拡大を止めるのは難しく、西側諸国の対中依存拡大が懸念される。

 主要国による半導体工場誘致合戦は半導体メーカーにとって投資機会の増加、半導体調達企業にとって調達先の

拡大などの恩恵につながるが、補助金受領に伴う中国事業に係る制約や国産化に伴う調達コスト増、過剰投資によ

るバブル発生などのリスクもある。

 総じて、中国半導体産業の発展の全面的な阻止、各国・地域における自己完結型の供給網構築は非現実的であり、

官民において「デリスキング（リスク低減）」に向けた現実解としての対中規制や産業政策、供給網戦略が求められる。
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連載コラム 地政学リスクの今を読み解く
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半導体をめぐる地政学的競争が加速しています。「産業の米」と呼ばれる半導体はスマートフォンやパソコンなどの民用

製品から、戦闘機やミサイルなどの防衛装備品にまで幅広く使われており、経済と安全保障の両面において戦略的物資

に位置付けられます。半導体の技術覇権や調達確保をめぐり、米国や中国、日本、欧州などが争いを繰り広げています。

本稿では、こうした半導体をめぐる地政学や経済安全保障の動向を概観し、半導体関連企業における機会およびリスク、

企業対応上の検討点を解説します。

半導体産業の基礎知識

地政学や経済安全保障の動向を議論する前に、まず半導体の種類や用途、技術動向、サプライチェーン構造をおさらい

します。

半導体の種類と用途

半導体の種類は多種多様です。主な分類として、①ロジック、②メモリ、③アナログ、④センサ、⑤パワーが挙げられます。

データ処理を行う①ロジック半導体は集積回路（IC）とも呼ばれ、電子機器の頭脳に相当するCPU（中央演算処理装置）

や、膨大な計算を行うことができ、画像処理や人工知能（AI）などに使用されるGPU（画像処理装置）などが存在します。

ロジック半導体の処理能力向上に向けて、半導体メーカー各社は回路の微細化でしのぎを削っており、後述するとおり、

各国は微細化された先端半導体の技術・生産をめぐって輸出規制や産業政策を次々と打ち出しています。また、AI技術

の急速な普及に伴い、AIに使用されるGPUをめぐる国家間競争が同様に見られます。



②メモリは文字どおりデータ保存に使用され、代表的なものにDRAMやNAND型フラッシュメモリがあります。③アナログ

半導体はセンサで取り込んだ光や熱、音声、振動などのアナログ信号をデジタル信号に変換するために使われ、スマー

トフォンや自動車などで広く利用されています。④センサは人の五感のような機能を果たし、温度や圧力などを測定しま

す。⑤パワー半導体はICではなくディスクリート（個別半導体）に分けられ、電流や電圧の制御が行える特性から、モー

ターの作動や発電、送電の用途で利用されています。

社会のデジタル化やAIの普及、データセンターの拡大などに伴い、半導体の需要は拡大傾向にあります。国際半導体製

造装置材料協会（SEMI）によれば、半導体市場規模は2023年の1,000億米ドルから2030年には1兆米ドルに増加する

見込みです
1
。

半導体のサプライチェーン構造

半導体のサプライチェーンは世界に広がっており、一部の国や企業がチョークポイントを握っているため、多くの地政学リ

スクを抱えています。

具体的に、半導体の製造工程は設計、前工程、後工程に大きく分けられます（図表1参照）。設計から後工程まで一貫で

行う垂直統合型デバイスメーカー（IDM）、設計のみ行うファブレス、前工程のみ行うファウンドリ、後工程のみ行う外部委

託半導体組立てテストメーカー（OSAT）といったように、企業によって担当領域が変わります。半導体製造には非常に多

くの素材や装置が使われており、前工程と後工程で使用される装置も異なります。

半導体の工程ごとに高いシェアを持つ国々は異なります（図表2参照）。例えば、EDAやコア知的財産（IP）の分野では米

国と欧州が合わせて世界シェア9割を占めており、米国企業3社がEDA市場の約7割を占めています。後述する米国の

対中半導体輸出規制は、これら米国製EDAソフトウェアを用いて設計された先端半導体を規制対象にすることで、台湾

など他国で製造された半導体製品の対中販売を制限しています。

製造装置では、米国、欧州、日本が合わせて9割以上のシェアを占めています。特に、最先端ロジック半導体の製造に

不可欠な極端紫外線（EUV）露光装置は、欧州企業1社しか製造することができません。また、同じ会社が先端半導体製

造に使われる高性能の遠紫外光（DUV）液浸露光装置のシェアの9割以上を占めています。米欧日は自ら高いシェアを

持つ製造装置の対中輸出を規制し、中国半導体産業の技術発展を防ごうとしています。

日本企業は一部の製造装置や材料で高いシェアを持ちます。前工程で使われるコータデベロッパや洗浄装置、後工程

で使われるウエハープローバ、ダイサ、グラインダなどは8～9割のシェアを占めています。同様に、パッケージ用のビル

ドアップ材やソルダーレシスト、モールドやアンダーフィルといった後工程材料でも一部の日本企業が世界トップシェアを

誇っています
2
。
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図表1：半導体製造過程の構図

注：主な製造過程、素材、装置のみを記載



ロジック半導体の種類別に国・地域のシェアを見ると、10ナノメートル（nm）以下の先端半導体の9割以上が台湾で製造

されています。それ以外の半導体の多くは韓国や日本など東アジアの国々で作られています（図表3参照）。そのため、

台湾をめぐる軍事衝突によって供給網が寸断されることが懸念されており、西側諸国による半導体製造拠点の多角化が

進んでいます。また、中国がレガシー分野のロジック半導体（28nm以上）で約2割のシェアを有し、それが近年上昇傾向

にあることから、西側諸国は対中依存拡大を防ぐための措置も検討しています。

半導体をめぐる地政学・経済安保の動向

半導体の技術や生産の確保をめぐり、米中などの主要国はどのような施策を打ち出しているのでしょうか。西側諸国の

対中デリスキングの取り組み、中国による対抗策を順に見ていきます。
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図表2：半導体製造過程における国・地域別付加価値（2021年）

図表3：ロジック半導体における国・地域別生産能力（2019年）

出典：Semiconductor Industry Association, “2022 State of the U.S. Semiconductor Industry”をもとにPwC作成。DAO（Discrete, Analog, Other）には、
ディスクリート半導体、アナログ半導体、オプトエレクトロニクス、センサー、パワー半導体などが含まれる。その他の国々には、シンガポール、
スラエル、その他の地域が含まれる。

出典：Semiconductor Industry Association, “State of the U.S. Semiconductor Industry 2021”をもとにPwC作成
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西側諸国の取り組み

半導体をめぐっては、トランプ政権が「デカップリング（経済分断）」を掲げ、対中半導体輸出規制などを打ち出したことが

記憶に新しいでしょう。その後、バイデン政権は欧州や日本と協力して「デリスキング（リスク軽減）」の方針を打ち出し、

輸出規制など対中規制の拡大や半導体生産拡充に向けた産業政策を進めています。

こうした取り組みは、重要技術などの相手国への流出を防ぐ「Protect」、自国の技術・生産優位性を確保する「Promote」、
上記の取り組みを他国と連携して行う「Partner」という、米日EU政府が掲げる経済安全保障の3つの柱に分類すること

ができます（図表4参照）。

「Protect」の取り組みで代表的なものが輸出管理です。トランプ政権時代に本格化した対中半導体輸出規制は、当初、

最先端半導体（10nm以下のロジック半導体、5G対応SoCなど）やその製造に使用される製造装置（EUV露光装置な

ど） 、設計ソフト、これらの装置やソフトを用いて海外で直接製造された半導体製品を対象としていました。規制対象の中

国企業も安全保障上懸念のある大手テック企業や、技術発展が懸念される一部の中国半導体大手に限られていました。

バイデン政権は同規制を強化し、2022年10月、2023年10月と相次いで新たな規則を打ち出しました。2022年10月の規

則では、規制対象を先端半導体（14/16nm以下のロジック半導体、18nmハーフピッチ以下のDRAMメモリ、128層以上

のNANDフラッシュメモリ）まで広げたほか、先端コンピューティング（AIなど）やスーパーコンピューターの半導体製品、

関連する製造装置やソフトウェアも規制対象に加えました。先端半導体の開発・生産を最終用途とする場合の製造装置

販売を規制対象とし、中国における先端半導体開発・製造への米国人の関与も制限することで、規制範囲は大幅に拡

大しました。同盟国連携という「Partner」の観点では、日本とオランダが米国の要請の下、自国が高いシェアを持ち、先

端半導体製造に必要な製造装置（DUV液浸露光装置、デポジション、エッチングなど）について輸出規制を行い、対中包

囲網を形成しています
3
。

一方で、同規制の発表後、規制に対応した新AI半導体製品を米国企業が中国向けに販売したり、中国大手テック企業

が７nmの先端半導体を搭載した新型スマートフォンを発表したり、中国半導体メーカーが第３国経由で規制対象品目を

入手したりと、新たな問題が発生しています。2023年10月の規則はこれらの問題に対応するためのもので、AI半導体の

規制範囲を拡大した他、上記の7nm半導体の製造に使用されている1～2世代旧式のDUV液浸露光装置の規制追加や、

中国以外の国への輸出の許可申請導入などを行っています
4
。
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図表4：半導体をめぐる主要国の政策動向
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輸出規制の他にも、米日欧は対内投資管理体制を強化し、中国など他国が自国の半導体企業を買収し、技術やシェア

を獲得しないよう規制の網を広げているほか、自国企業が半導体分野で中国などに投資しないよう、対外投資規制の導

入も進めています。先行する米国は、2022年8月に成立したCHIPSおよび科学法（CHIPSプラス法）の下で補助金を受

ける事業者が、中国など懸念国で半導体製造能力を拡大できないよう制約を設けています。2023年8月発布の大統領

令で半導体、AI、量子の分野で米国人（外資企業の米国法人、米国企業の海外法人、米国企業支配下の海外企業を含

む）が中国などに対外投資を行うことを制限する方針を打ち出しており、今後規則策定・施行が予定されています
5
。日本

や欧州も規制導入の必要性で米国と合意しており、将来的には同様な規制が敷かれる見込みです。

「Promote」の観点では、各国が国内半導体産業振興に向けて大型の産業政策を打ち出しています。米国では、半導体

工場誘致や研究開発支援に総額520億米ドルを投じるCHIPSプラス法が成立した後、総額2,200億米ドル以上、70件の

新規事業が発表されています
6
。その中には、台湾や韓国の大手半導体メーカーによる先端半導体工場の新設も含まれ、

同盟国との連携である「Partner」の側面が見られます。

日本は2022年5月に成立した経済安全保障推進法において、半導体をサプライチェーン強化対象の特定重要物資に指

定し、2021年度補正予算で約7,700億円、2022年度補正予算で約1.3兆円、2023年度補正予算で約1.5兆円と矢継ぎ

早に公的支援を打ち出しています。日本の場合、自動車や産業機械向けのレガシー半導体へのニーズが高く、台湾と日

本のメーカーが協力して熊本を拠点に同分野での工場新設に動いています。加えて、2nmの最先端半導体の日米共同

開発や、光電融合技術を活用した半導体の日米韓共同開発といったプロジェクトも進行しています
7
。

EUでは、現在10％に留まる半導体生産シェアを2030年に20％まで高めるべく、官民合わせて430億ユーロを投じる欧

州半導体法が2023年7月に成立しました
8
。先端半導体分野に注力する米日などに比べ、EUは主要産業でありグリーン

移行の観点からも重要な自動車産業・EV生産向けの車載半導体に注力をしています。既に、台湾の半導体メーカーと

欧州の車載関連企業が連携して、車載半導体工場をドイツに新設する計画が発表されています。

中国の取り組み

西側諸国の各種規制を受ける中国は、「Promote」という観点で、半導体の自給自足向上に向けた大規模な施策を実施

しています。中国製造2025（2015年発表）では、自給率を2020年に40%、2025年に70%とする国家目標が打ち出され

ており、国家集成電路産業投資基金の下で2014年に第1期目として1,400億元、2019年に第2期目として2,000億元が

投資されています。「Partner」という点では、世界最大の半導体市場である中国に対して台湾や韓国、米国の半導体

メーカーが進出しており、生産体制を確立しています
9
。

こうした試みにも関わらず、米国の調査会社IC Insightsによると、中国の半導体自給率は16.7%（2021年）に留まり、そ

の内訳は中国企業が6.6%、外資企業が10.1%と低水準です
10
。同じ試算によると、2026年の自給率は21.2%となる見

込みで、国家目標とは程遠い状況です。また、上記で見たとおり、先端半導体の世界シェアは皆無に等しく、7nm半導体

生産などが注目を集めているものの、台湾や韓国などとの差は大きいのが現状です。

中国としても、事態打開に向けて対抗策を打ち出しています
11
。対中規制や中国経済減速の影響で業績悪化などが見ら

れる中でも、多くの中国半導体メーカーは研究開発投資を増やしています
12
。AI半導体の輸出規制対象追加を受けて、

中国テック企業はAI半導体の自社開発に注力しており、中国産AI半導体への調達切り替えの動きも見られます
13
。中国

が従来製造可能なレガシー半導体に注力するプレイヤーも出てきているほか、対外依存度の高い製造装置の分野でも

自給自足に向けた動きが加速しています
14
。

中国政府はこうした取り組みを支援するため、3,000億元規模の追加支援を検討していると報じられています
15
。中国で

は半導体専門人材が約20万人不足していることから、政府支援の下で人材育成の大学プログラムが拡大されており
16
、

海外研究機関で経験を積んだスキル人材の招致も行われています
17
。

一方で、米国主導の対中規制の拡大に反発し、中国は自らがチョークポイントを握る重要物資や技術の輸出規制も行い

始めています。2023年8月には半導体製造などに使用されるガリウムとゲルマニウムの輸出を許可制とし、同年12月に

はEVの主要材料であるグラファイトも許可制としました。半導体・EV関連企業においては在庫備蓄などもあり、直近で目

立った影響は見られないものの、今後、規制運用の厳格さによっては中国からの輸入が途絶え、各社の生産体制に影

響が及ぶことが懸念されています。
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